
4  3 4  4  25

    6708

(URL http://www.toyocom.co.jp/)

TEL (044) 542 - 6338
4  4  25 中間配当制度の有無　　有
4  6  27 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

. 4   3 3  4 4  3  3
( )

4   3 54,595  32.6  9,9 9 -  9,764 -

3   3 8 ,046 . ,764  72.6 2,879  54.9

         

4   3  6,2 6 - 0.53 -  20.7 0.5 7.9

3   3  2,527 -  44.94 -  7.3 2.9 3.6

( ) 4   3       56,243,976 3   3     56,246, 55

(2)

( )

4   3 - - - - - -

3   3 0.00 5.00 5.00 562 - .7

4   3 0  00 0  00 

(3)

4   3 8 ,6 4 26,70 32.7 474.79

3   3 03,959 33,343 32. 592.8

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期 　    56,238,609 株　13年  3月期     　56,246,174 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期 　         7,565 株　13年  3月期 　           843 株

. 5   3 4  4 5  3  3

26,000  2,700 ,600 0.00

56,500  2,700 ,600

28    45
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個別財務諸表等

① 比較貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

資 産 の 部
当期末

平成 14 年３月 31 日現在
前期末

平成 13 年３月 31 日現在
前期末対比

流 動 資 産          ４１，３４６ ６１，２３７ △１９，８９０
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
材 料 ・ 貯 蔵 品
仕 掛 品 ・ 半 製 品
短 期 貸 付 金
未 収 法 人 税 等
未 収 消 費 税
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
その他の流動資産

１４，５０８
１，９９５
１３，８３０

７２
９６５

１，９２２
５，１５２
１４０
―
―

１，８１２
５６４
３８２

１７，７９４
４，０８６
２２，９７４

１４０
１，６０４
３，３４３
７，２５１

―
５３３
６１６

１，７６３
７２４
４０３

△ ３，２８６
△ ２，０９１
△ ９，１４３

△ ６７
△ ６３９

△ １，４２０
△ ２，０９８

１４０
△ ５３３
△ ６１６
４９

△１６０
△２１

固 定 資 産          ４０，２６７ ４２，７２２ △２，４５４
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 等
投 資 有 価 証 券
子会社株式・出資金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金

２１，２９０
７，０３３
１１，５０２

１
１，４９６
１，０７９
１７６

１８６
５３
１３２

１８，７９１
１，２８２
２，７０１
１，２４９
１１，９７５
１，６７１
△８８

２８，２７８
９，２５２
１５，１８１

１
２，０４３
１，１１５
６８４

３９５
５３
３４２

１４，０４８
１，６６４
２，４３５
９５１

７，７８１
１，２９８
△８４

△ ６，９８８
△ ２，２１８
△ ３，６７９

０
△ ５４７
△ ３５
△ ５０７

△２０９
０

△ ２０９

４，７４２
△ ３８２
２６５
２９８

４，１９３
３７２
△４

資 産 合 計          ８１，６１４ １０３，９５９ △２２，３４４
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（単位　百万円：未満切捨）

負 債 ・ 資 本 の 部
当期末

平成 14 年３月 31 日現在
前期末

平成 13 年３月 31 日現在
前期末対比

流 動 負 債          １６，９６６ ３９，２０２ △２２，２３６
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 損 害 賠 償 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税
前 受 金
預 り 金
損害賠償金引当金
設 備 支 払 手 形
その他の流動負債

６，８２３
３，６０６
１，５９５
２４０
―

２，４６６
１４
２８１
３３
３０４

１，２２８
３６１
９

１１，９５０
５，７０３
６，４９５
１，０８０
３，２０１
２，６３６

１４
―

４８
２０５

１，２２８
６，６３０

７

△ ５，１２６
△ ２，０９６
△ ４，９００
△ ８３９

△ ３，２０１
△１７０

０
２８１
△１４
９８
―

△６，２６８
１

固 定 負 債          ３７，９４７ ３１，４１３ ６，５３３
転 換 社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
預り敷金・保証金

１２，９９３
１３，３００
１１，２４７

１４４
２６２

１２，９９３
５，０００
１２，９２７

２３０
２６２

―
８，３００
△ １，６７９

△ ８６
―

負 債 合 計          ５４，９１３ ７０，６１６ △１５，７０２

資 本 金 ９，５６０ ９，５６０ ―

法 定 準 備 金 １０，５６２ １０，５３１ ３０
資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

９，５５０
１，０１１

９，５５０
９８１

―
３０

そ の 他 の 剰 余 金 ６，５９３ １３，１４７ △６，５５３
特 別 償 却 準 備 金
別 途 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益
（うち当期純利益）

―
１０，２６０
△ ３，６６６
（△６，２１６）

０
１５，２６０
△２，１１３

（△２，５２７）

△ ０
△ ５，０００
△ １，５５２

（△３，６８８）

評 価 差 額 金          △１１ １０４ △１１６

自 己 株 式          △３ ― △３

資 本 合 計          ２６，７０１ ３３，３４３ △６，６４２

負 債 ・ 資 本 合 計          ８１，６１４ １０３，９５９ △２２，３４４
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② 比較損益計算書

（単位　百万円：未満切捨）

科　　目
当　　期

自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

前　　期
自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

前期対比

営 業 収 益        54,595 100.0% 81,046 100.0% △26,450

売 上 高         54,595 81,046 △26,450

営 業 費 用        64,515 118.2 79,282 97.8 △14,766

売 上 原 価 53,525 98.0 66,614 82.2 △13,089

販売費・一般管理費 10,990 20.2 12,667 15.6 △1,677

営
業
損
益
の
部

 
 
 
 
 
 
 
 

営 業 利 益        △9,919 △18.2 1,764 2.2 △11,683

営 業 外 収 益        711 1.3 1,631 2.0 △919

受取利息・配当金 104 721 △617

そ の 他         607 909 △301

営 業 外 費 用        556 1.0 516 0.6 40

支 払 利 息         440 353 86

営
業
外
損
益
の
部

 
 
 
 
 
 
 
 

そ の 他         115 162 △46

経

常

損

益

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経 常 利 益 △9,764 △17.9 2,879 3.6 △12,643

特 別 利 益 3,526 6.4 6,090 7.5 △2,564

固 定 資 産 売 却 益         3,526 ― 3,526

退職給付信託設定益 ― 5,965 △5,965

貸倒引当金戻入益 ― 125 △125

特 別 損 失 4,108 7.5 13,266 16.4 △9,158

特 別 退 職 金         3,416 ― 3,416

固定資産売却除却損 457 294 162

投資有価証券評価損         201 24 177

会 員 権 売 却 損         18 ― 18

会 員 権 評 価 損         8 66 △57

貸倒引当金繰入額         4 84 △79
退職給付会計基準変更時差異 ― 12,596 △12,596

特

別

損

益

の

部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

損害賠償金引当金繰入額         ― 200 △200

税引前当期純利益 △10,346 △19.0 △4,296 △5.3 △6,049

 法人税、住民税及び事業税 29 0.0 360 0.4 △330
法 人 税 等 調 整 額           △4,159 △7.6 △2,129 △2.6 △2,030
当 期 純 利 益           △6,216 △11.4 △2,527 △3.1 △3,688

前 期 繰 越 利 益           2,550 723 1,826
中 間 配 当 額           ― 281 △281
利 益 準 備 金 積 立 額           ― 28 △28

当 期 未 処 分 利 益            △3,666 △2,113 △1,552
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③ 比較利益処分案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円：未満切捨）
当　　期

自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

前　　期
自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

前期対比

当期未処分利益 △3,666 △2,113 △1,552

特別償却準備金取崩額 ― 0 △ 0

別途積立金取崩額 ― 5,000 △5,000

合　　　　計 △3,666 2,887 △6,553

利 益 処 分 額 ― 336 △336

利 益 準 備 金 ― 30 △30

利 益 配 当 金 ― 281 △281

取 締 役 賞 与 金 ― 25 △25

次 期 繰 越 利 益 △3,666 2,550 △6,216

④ 重要な会計方針

１． 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの …… 決算日の市場価格等に基づく時価法
  なお、評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定しております。

時価のないもの …… 移動平均法による原価法

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品・半製品…… 個別法による原価法
  ただし、水晶製品・半製品・仕掛品については、総平均法によ
る原価法を採用しております。

材 料 ・ 貯 蔵 品…… 移動平均法による原価法

３． 固定資産の減価償却の方法

(1) 有 形 固 定 資 産 …定率法によっております。
  ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)に
ついては、定額法によっております。

(2) 無 形 固 定 資 産 …定額法によっております。
  ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込
利用可能期間（５年）による定額法によっております。
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４． 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金……

(2) 損 害 賠 償 金 引 当 金……

( )

0

3 30

3,20

4 3

(3) 退 職 給 付 引 当 金……

(4) 役 員 退職慰労引当金……
287 2

５． リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６． ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……金利スワップ取引
ヘッジ対象……キャッシュ・フローが固定され、その変動が回避されるもの

(3) ヘッジ方針
金利変動による借入債務等の損失可能性を減殺する目的で行なっております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法
金利スワップの特例要件に該当するため、ヘッジ効果が極めて高いことから事前、事後の検証は
行なっておりません。

(5) リスク管理
金利スワップ契約の締約等は取締役会の承認に基づいております。なお、取引の実行管理は経理
部で行なっております。

７． 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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⑤ 注記事項

　　　 （貸借対照表関係）
（単位　百万円：未満切捨）

摘　　　　　要 当　期　末
平成 14 年３月 31 日現在

前　期　末
平成 13 年３月 31 日現在

１.有形固定資産の減価償却累計額

２.保証債務

43,861

595

44,610

699

３.発行済株式数の増加内訳

転換社債の転換　　発 行 済 株 式 数         

１ 株 の 発 行 価 格         

（うち資本金組入額）        

―　株

―　円

（　　 ―）円

1,398　株

1,430　円

（　　 715）円

　 （リ ー ス 取 引 関 係         ）
　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円：未満切捨)

当 期        
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

前 期        
自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額

    機 械 装 置
及び運搬具

工具・器具
及 び 備 品 合　　計

　　　　 　　　　 　　　　

     取 得 価 額
相 当 額 2,453 1,015 3,468

     
減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

873 616 1,489

　　　　 　　　　 　　　　

     期 末 残 高
相 当 額 1,579 398 1,978

　　　　 　　　　 　　　　

    機 械 装 置
及び運搬具

工具・器具
及 び 備 品 そ の 他 合　　計

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　

     取 得 価 額
相 当 額 2,356 1,334 31 3,721

     
減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

570 770 13 1,354

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　

     期 末 残 高
相 当 額 1,786 563 17 2,367

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に
占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払
利子込み法により算定しております。

同　　　　　左

未経過リース料期末残高相当額
　　　　１　年　以　内 653
　　　　１　　年　　超 1,325

　合　　　計 1,978

未経過リース料期末残高相当額
　　　　１　年　以　内 648
　　　　１　　年　　超 1,719

　合　　　計 2,367
　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定しております。

同　　　　　左

支払リース料及び減価償却費相当額
　支 払 リ ー ス 料         686
　減価償却費相当額         686

支払リース料及び減価償却費相当額
　支 払 リ ー ス 料         586
　減価償却費相当額         586

減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
によっております。

減価償却費相当額の算定方法
同　　　　　左
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役員の異動（平成 14 年６月 27 日付予定）

１．代表者の異動
　　　代表取締役社長　　　吉川　英一　（現　日本電気株式会社取締役専務）

２． 新任取締役・監査役候補

　　　取締役社長　　　　　吉川　英一　（現　日本電気株式会社取締役専務）

　　　取締役　　　　　　　和泉　賀雄　（現　日本電気株式会社支配人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兼インターネット事業戦略室主席主幹）

　　　取締役　　　　　　　高沢　幸次　（当社　執行役員）

　　　監査役　　　　　　　的井　保夫　（現　日本電気株式会社執行役員兼経理部長）

　　　監査役　　　　　　　佐々木清得　（弁護士）

３．退任予定取締役・監査役

　　　取締役相談役　　　　副島　俊雄　（当社　相談役就任予定）
　　　
　　　監査役（常勤）　　　奥田　順一　（当社　参与就任予定）

　　　監査役（常勤）　　　秋岡　　昭　（当社　執行役員就任予定）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　監査役　　　　　　　松本　滋夫　（現　日本電気株式会社取締役専務）

（ご参考）
　　代表取締役社長氏名および略歴
　　　役　　職　　名　　代表取締役社長
　　　氏名（よみがな）　吉川　英一（よしかわ　えいいち）
　　　出　　身　　地　　兵庫県
　　　最　終　学　歴　　昭和３８年　３月　京都大学工学部電気工学科卒業
　　　生　年　月　日　　昭和１４年　９月１６日
　略　　　　　歴　　昭和３８年　４月　日本電気株式会社入社

　　　　　　　　　　　　昭和６０年　７月　同社基本ソフトウェア開発本部長
　　　　　　　　　　　　平成　３年　６月　同社取締役支配人
　　　　　　　　　　　　平成　８年　６月　同社常務取締役
　　　　　　　　　　　　平成１１年　６月　同社専務取締役
　　　　　　　　　　　　平成１１年１０月　同社専務取締役インターネット事業戦略室長
　　　　　　　　　　　　平成１２年　４月　同社取締役専務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　インターネット事業戦略室長

　　　　　　　　　　　　平成１４年　４月　同社取締役専務

以　上


